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北陸農業の活性化を目指して
北陸農政局の役割
Q. まず、はじめに農政局の果た
している役割についてお聞かせく
ださい。
A. 北陸農政局は農林水産省の
農政を所管する出先機関として昭
和 38年に設置されました。農政
局の役割としては、①食の安全に

関する普及啓発活動や食品表示に関する監視・普及・
啓発等、②農畜産物の生産振興に関する指導・助成、
③戸別所得補償や６次産業化推進などの経営･事業支
援、④農業振興地域の整備等の農山漁村振興、⑤農
業農村整備事業の指導監督や補助事業に関する事務、
⑥農林水産業に関する各種の統計事務、この６つが農
政局の大きな役割となります。
　私自身は 2011年８月に着任し「できる限り現地に赴
き、地域の農業の現状や特徴を見聞きしたい。」と現場
主義の姿勢を掲げています。北陸は米どころで良質米
産地であり、名前の通った野菜・果樹・花・畜産も数
多くあります。戸別所得補償制度や６次産業化支援策
は将来にわたり農業を継続し、経営発展に取り組む環
境整備には極めて重要と考えており、県など関係機関と
連携しながら各地の特色を生かした活力ある農村づくり
に役立ちたいと考えています。
Q. 水産業や林業の監督・指導は農政局の所管業務に
なりますか。
A. それらは農林水産本省が所管しており、水産業は水
産庁、林業は林野庁の所管となっています。

北陸農政局の重点活動、課題
Q. 近年の北陸農政局としての重点活動、課題はどのよ
うなものでしょうか。
A. 近年の農業政策での大きな問題点は農業従事者の
高齢化、後継者不足が上げられます。農業従事者数は、
ここ10年間で２／３となっている状況です。この問題を
解決すべく①集落営農の法人化、担い手農家育成等
による持続的経営のシステム作り、②担い手農家に対す
る農地集積、規模拡大、③新規就農者の開拓、④生産、
加工、流通、販売促進を図ることにより経営に厚みを
持たせる６次産業の推進、⑤中山間地の活性化などに
重点をおいています。
Q. 重点活動、課題がよく分かりました。
その中で、６次産業化では、農業などの
第１次産業が食品加工（第２次産業）、
流通販売（第３次産業）とタイアップして、
それぞれが互いに補完し合いながら共に
発展する形態を意味すると思っています。
その成否に、全体を俯瞰できる人材ある
いは組織の有無が大きく影響すると考え
られます。また、各地域の 6次産業化が
持続的に発展するためには、独自性を併

せ持つ必要があると思いますが、特にこの持続性では、
マーケティングリサーチが大きな役割を果たすと思い
ます。それ以外に、特に何に留意すべきとお考えでしょ
うか。
A. ６次産業化はリスクを伴うもので、おっしゃるとおり
マーケティングリサーチが重要になると思いますが、季
節による農産物の生産量の動向、将来にわたり農業者
が確保できるのかなど、地域の特異性を把握することも
大切だと思います。

大学との連携
Q. 地域内の大学と北陸農政局との連携についてはどの
ようにお考えでしょうか。
A. 各大学には建学の理念があり、その理念を前提にそ
れぞれの大学と課題等の意見交換の場や解決に向けて
の研究等で連携できればと考えています。また、学生に
対して、農政に対する理解を深めるため農政局の抱えて
いる課題を提供し、若い方からの意見を聞く場としても
お願いできればと考えています。
Q. そのための会合を相互に定期的に開催できればよい
と思います。また、大学としては農政局の職員の方に来
ていただき、学生に対して地域産業、農業の持つ意味
を理解させ、生産の持つ重要性、地域の魅力を認識さ
せる特別講演をお願いできないかと思います。
A. そのような講師派遣の話があればぜひおっしゃってく
ださい。講師を派遣いたしますし、我々農政局に対する
理解も深まると思います。
Q. 地域内大学として石川県立大学に対し、特に強く希
望されることはどのようなことでしょうか。
A. 石川県立大学に対しては、６次産業化などの経営改
善、より低コストの小水力発電、農業と自然環境の共
生といった共通課題について連携を図り、課題解決に
向けた現地適合の確認や実用化への取り組みに協力を
お願いしたいと考えています。
　今後とも北陸農業の振興や共通課題の解決に向けて
は継続性が必要ですので、今後とも連携してまいりたい
と思います。
Q. 本日はどうも有難うございました。

北陸農政局

高嶺  彰 局長談
対センター長

この人に聞く
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石川県立看護大学地域ケア総合センターの取り組み
開学と同時に地域ケア総合セン
ターを開設
Q. 石川県立看護大学は平成 12
年に開学されましたが、地域ケ
ア総合センターが設置された経
緯と事業内容をお伺いします。
A. 本学は看護師と保健師を統
合教育して育成するとして始

まった大学ですので、臨床の高度実践医療だけでな
く、地域の中で活躍できる看護職を強く意識してお
り、開学と同時に、地域に開かれた大学とするため
の総合窓口として「地域ケア総合センター」が設置さ
れました。
　地域ケア総合センターの事業は、  ①保健医療・福祉
関係の専門職員のレベルアップに向けた人材育成事
業、②大学教員が持っている知識・情報を地域へ還
元する指導助成事業、③情報発信事業、④JICA（国際
協力機構）の委託事業などに取り組んでいる国際化促
進事業、⑤地域住民の健康増進に関する課題につい
て行う調査研究事業、この５つが柱になっています。
センターは、この5つの機能を持ってきましたが、12
年間が経過しましたので、事業を見直し、統合・整
理して、「人材育成・生涯学習事業」と、地域貢献の
アウトカムを明確に示せるよう研究と関連づけた「地
域連携促進事業」と、「国際化事業」の3 つに絞ってい
こうと考えています。

国際化事業での取り組み
Q. ５つの中で国際化事業は比較的新しい活動ですか。
A. 開学 3 年目に、ワシントン大学と学術交流協定を
締結することができました。ワシントン大学は世界
的にも著名な大学で、多くの研究者や学生に向けて
広く門戸を開けておられます。いろんな形で学び、
共に刺激し合える状況作りができればと思っており
ます。
　また、平成17年からJICAの委託事業として、発展
途上国との交流として中央アジアの
タジキスタンから、母子保健領域の
研修生を6年間引き受けました。公用
語はタジク語でロシア語も何とか通
じるのですが、何しろ言葉によるコ
ミュニケーションが図れないことが
大変でした。
Q. 大変でしたね。まずはコミュニュ
ケーションが確立していませんし、実
際に生活していくと様々なことが発生
して、教職員の方も苦労されたと思い
ます。
A. 担当教員や学長は、事前準備とし
てお国柄を知ることから始まり、研修
終了後のアクションプランの実施状況

のフォローアップ調査も含めて４回余りタジキスタ
ンを訪問しており、非常に大きな取り組みをさせて
いただいたと思っています。
Q. ここ数年で、貴センターとして対応が難しいとか
苦労されている点は何でしょうか。
A. 調査研究事業については、県や地域の課題に沿っ
た調査研究を行うだけではなく、地域や医療機関に
おける現場との接触で得られた課題を大学の教育・
研究にどのように反映させていくかが難しいところ
です。

相互補完でより活力を
Q．看護大学と県立大学との連携や交流はどのように
お考えでしょうか。 
A．両大学の連携について考えてみますと、県立大学
は農業、環境、食品を3本柱とした特徴のある大学で、
看護大学は健康、病気のケアを重視している大学で
すが、環境や食品というのは健康と非常に繋がりが
強いわけで、お互いが異分野のように感じていると
思いますが、大きく見れば両大学とも人々の健康に
資する事をやっていると思うのですが。
Q. 確かにそうですね。両大学の方向性として一致ま
たは交錯する部分は、環境・食品と健康の分野だと
思います。そこで、それぞれのセンターのアイデン
ティティを保ちながら、一緒にやれば相互補完でよ
り展開できる部分があれば、積極的に一緒にやれば
いいと思います。その中で学術研究的にも面白い部
分があれば、関わった先生方もさらに活力が出ると
思います。
A. 例えば、大きな自然環境とまではいかなくても、
我々が暮らしている療養環境について看護側から何
か提言が出来ないかと思った時に、残念ながら我々
にはそういう具体的なツールがないわけです。学生
と、部屋の換気によってどのくらい空気の質が良く
なるだろと考えた時に、空気の質を測るということ
が我々の研究スタイルにはなかったので、主観的な

ものと客観的なものを合わせながら結
果を出したのですが、県立大学で環境
問題に取り組んでいる中でなら、もっ
といい方法があったのではないかと思
いました。
　教員同士の交流がもっと出来ればと
思います。学生についても、文化祭や
学園祭、ボランテイア活動などで少し
ずつ交流が出来れば、両大学の学生の
視野も広がると思います。
Q. 両センターの連携方向などにも関
連するお話ができました。ありがとう
ございました。

U石川県立看護大学
地域ケア総合センター

川島  和代 センター長（看護学部看護学科 教授）
聞 フロントランナーに く
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聞 フロントランナーに く ompanyC
内外で外食産業の発展を目指す

みずからが革新に挑戦していく
存在であること
Q．御社の沿革と経営理念な
どを聞かせください。
Ａ. 当社の沿革ですが、創業者
の後藤長司が昭和42年に加賀
市の国道 8号線沿いに、「8番
ラーメン」と言うカウンターし
かない店を作りました。当時、

北陸にはラーメン屋が 5 軒しかありませんでした。そ
の頃はちょうど皆さんが車を持ち始めるようになり、
これからの車社会は郊外だと言うことで、周りに何も
ない国道沿いでラーメン屋を始めたわけです。
　その店が繁盛しまして、小さい店に一日1000人以
上のお客様が来られて、カウンターのお客さんの後ろ
に二重になって待つような状況でした。あまりに繁盛
するので、やらせてほしいという人が出てきて、それ
がフランチャイズのきっかけになりました。創業者は
アメリカへフランチャイズ事業の勉強に行き、その翌
年にフランチャイズ第1号店ができて、フランチャイ
ズビジネスがスタートしました。
　創業者は5年先、10年先を常に考え、何度もアメリ
カに行って勉強していたようで、何でもやるのが早
かったですね。むしろ時代に早すぎることも多かった
ようです。
　店名にある「８番」と言う名前、その「８」の意味は、
国道 “８” 号線沿いであること、漢数字の “八” は「末
広がり」、“８” を横にすると「無限大」、それが繋がって
「チェーン」ということで、幸せが無限に広がるという
意味です。
　当社は、より多くのお客様により良い商品をより安
く、より良い環境の中で提供しえる商品をもったフラ
ンチャイズシステムの外食産業を目指すとともに、時
代の変化に対応した価値ある商品を提供するために、
みずからが革新に挑戦していく存在であることを経営
理念とし、それをTasty Innovationと名付けています。
Ｑ. 最近の世代の嗜好変化は非常に激しいと思うので
すが、ハチバンさんではその変化にどのように対応さ
れていますか。
Ａ.　大きくは二つあって、一つは同じ味噌ラーメンで
も、いつ食べられてもいつもの美味しさを感じていた
だけるように微妙に味を変えています。お客さん自身
（の嗜好）が変化していますので、少しづつ、それもわ
からないように変えていっています。
　もうひとつは新しい食べ方の提案です。東京では油
そばと呼んでいますが、「唐麺」という名前で、スープ
のないラーメンのジャンルを作りました。これは東京
の油そばを真似たのではなく、中国や東南アジアで多
くあるスープなしラーメンを、日本風にアレンジして
作ったものです。新しい食べ方の提案は 5 年に1 回く
らいですが、最初はなかなか売れなくても、ずっとやっ

ていくうちにひとつのマーケットになっていくという
考え方です。

海外への展開
Ｑ. 日本もだんだん少子高齢化で市場も熟成・縮小の
傾向にあります。海外への展開が活発ですが、最初の
きっかけは何だったんでしょうか。
Ａ. 22年ほど前なのですが、繊維関係のタイ人の方が
日本へ頻繁に来られ、福井で8番ラーメンをよく食べ
ておられ、繊維以外への事業拡大として、日本の外食
産業をチェーン化してタイでフードビジネスをやろう
と考えられたようです。タイ人の自分が食べても８番
が美味しいから、是非やらせて欲しいとオファーが来
まして、それが海外展開のスタートです。
　1992年にタイのバンコクで1号店を開店して、20年
目になります。タイで現在は92店舗出店しています。
タイでの展開を見て中国でもやりたいと言う華僑の人
がいらして、中国は大きな市場なので打って出ようと
考え、現在は香港で５店舗、大連市内で2店舗出店して
います。東南アジアではまだまだ可能性はありますね。
Ｑ. 産学官連携や県立大学に期待することはどのよう
なことでしょうか。
Ａ. いろんな経験の中で、一番大事なことは安全、品
質なのですが、お客さんが口にする前に安全が担保で
きればと考えていたところ、5 時間で結果が出るとい
う非常に魅力的な手法があると言うことで、石川県立
大学の矢野先生、海老原先生と一緒に検査法を開発し
まして、麺、餃子に対しては実際の設備も入れて実用
化しています。我々だけではできないので、大学との
共同研究の大きな成果だと思っています。
　外食産業がこれから先に発展していくためには、ひ
とつは、野菜でも肉でも、生産者のところまで行って、
こういう物が欲しいと言うマーチャンダイジィングを
すべきだと思います。もうひとつは、どうしたら美味
しくできるか、どういう加工方法であれば、職人さん
が調理したと同じ物を大量に作れるだろうか、その辺
をもっと技術開発していきたいと思います。そのため
には、日頃困っていることの解決を大学に求めたいと
考えています。
Ｑ．本日はどうも有難うございました。

株式会社 ハチバン
取締役マーチャンダイジング部長

吉村  由則
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最 石川県立大学
生産科学科  植物保護 第2研究室

髙原  浩之 講師

植物と微生物の相互作用研究を、病害防除に応用する
はじめに
　農作物の収穫量は、病害、気
候、土壌環境、栽培品種など、
様々な要因が影響します。その
中で、病害による農作物のロス
は、年間8～10億人分ともいわ
れています。植物病害の防除に
は、農薬（殺菌剤）の使用や抵

抗性品種の導入などが行われていますが、それらに
対する耐性菌の出現や環境への影響など、様々な問
題を抱えています。 私たちの研究分野（植物保護学・
植物病理学）では、病害に対する植物の抵抗力（免疫力）
と、植物に感染する微生物の病原力（感染力）につい
て研究することで、作物の安定生産の実現、減農薬
など、持続可能な農業を目指した有効な病害防除戦
略の確立に取り組んでいます。

耐病性プロジェクト
～植物の自然免疫の分子メカニズムを明らかにし、
病害防除に応用する～
　自然界には、数十万種とも数百万種ともいわれる
微生物が存在しています。しかしながら、植物に感
染することができる微生物はほんのわずかです。つ
まり、植物は本来、ほとんどの微生物から身を守る
力を持っていると考えられています。私たちは、こ
の植物が本来持つこの生体防御システムを、“植物自
然免疫” と呼んでいます。そして、その分子メカニ
ズムを研究することで、植物がどのようにして病原
菌の攻撃に対して自身の持つ抵抗力（免疫力）を発揮
するのか？明らかにしようとしています。
　植物は、環境の変化（外敵の接近や付着）を敏感に
察知し、自身の免疫システムを活性化させるといわ
れています。そこで、この免疫システムを人為的に
コントロールすることが出来れば、人間でいう “ワ
クチン効果” のように、植物自身が病気になる前に、
病害に対する抵抗力をつけることができるのではな
いかと考えています。私たちは、特に、植物に感染
する病原糸状菌（カビ）が感染時に生産・分泌する物
質が植物細胞に与える影響を詳しく調べ、植物自身
がどのように病原菌由来の物質を認識して免疫シス
テムを作動させるのかを、細胞レベル、分子レベル

で理解しようとし
ています。また同
時に、植物自然免
疫に関与する新た
な遺伝子候補の探
索も行っていま
す。このようなミ
クロな研究を通し
て、病気にかかり
にくい健康な植物

の育成をめざしています。

病原性プロジェクト
～病原菌の宿主感染戦略の分子メカニズムを明らか
にし、病害防除に応用する～
　植物は外敵を認識し、自身を守る生体防御システム
（植物自然免疫）を活性化させます。しかし、ある特
定の病原体は、植物の発揮する抵抗力をかいくぐる
手段を持っており、その結果、植物は病気になります。
私たちは、病原菌の感染戦略の分子機構を研究する
ことで、病原菌はどのように植物の抵抗反応から逃
れ、病原力（感染力）を発揮し、病気を起こすのか？
明らかにしようとしています。
　これまでの研究で、病原糸状菌（カビ）から分泌さ
れる物質の中には、ある特定の植物に対して植物免
疫システムを作動させなくする効果があることがわ
かってきました。つまり、このような物質の植物に
対する効果を詳細に調べることで、病原糸状菌の感
染戦略の分子機構が明らかになるのではないかと考
えています。病原菌の植物への感染戦略が具体的に
明らかになれば、それに対応した防除戦略の具体性
も見えてきます。このような植物－病原菌の相互作
用の研究から、病原菌の特徴的な植物寄生の方法を
明らかにし、病害に対する効果的な防除体系の整備
をめざしています。

今後の課題と応用に向けて
　植物病理・植物保護の分野は、将来の食糧の安定
生産に直接役立つ可能性を秘めた研究分野です。植
物自身が持つ免疫力を利用し、植物病害をコントロー
ルすることができれば、より安全性の高い農作物生
産につながり、現場への応用や地域貢献にも大変な
効果を生むと考えています。このような研究を進め
るにあたり、今後は学内や付属の生物資源工学研究
所に加えて、他大学、県の試験場、さらに海外の研
究機関との連携を通じて、より実践的な、大学の基
礎研究を充実させたいと思っています。

研究の 前線から

いもち病が発生したイネの葉（左）に対して、植物
免疫が発揮されたイネの葉は、いもち病にかからな
い（右）

植物と病原菌の相互作用とは？

植物

病原菌

・イネ、ムギ
・シロイヌナズナ

・いもち病
・赤かび病菌
・炭疽病菌

・外敵認識
・抵抗性

・抵抗性の抑止
・病原性の獲得

病原菌はどのようにして植物の抵抗反応
から逃れ、病気を起こすのか？

?
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